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土佐清水市水道事業経営戦略 
 

団 体 名 : 土佐清水市 

事 業 名 : 水道事業 

策 定 日 : 令和６年３月 

計 画 期 間 : 令和５年度～令和 14 年度 

 

１．事業概要 

（１）事業の現況 

① 給水 

供 用 開 始 年 月 日 昭和 7 年 3 月 19 日  計 画 給 水 人 口 12,292 人 

法適(全部・財務)・

非適の区分 
法適用（全部） 

現 在 給 水 人 口 11,954 人 

有収水量密度※ 5.39 千㎥／ha 

※令和 4 年度（有収水量 1,578.65 千㎥、給水区域 293ha） 

② 施設 

水 源 ■表流水，□ダム，■伏流水，■地下水，□受水，□その他 

施 設 数 
浄水場設置数 7 

管 路 延 ⾧ 210.35 千ｍ 
配水池設置数 42 

施 設 能 力 17,253  ㎥／日 施 設 利 用 率 35.25 ％ 

 

③ 料金 

料 金 体 系 の 

概 要 ・ 考 え 方 

 現行料金体系については下記料金表のとおりです。 

 現行の料金体系は、平成 30 年 4 月（簡易水道は令和 2 年 4 月）

に改訂したものです。今後とも市民に過度な負担を強いることのないよう

経営の効率化に務めると共に、一方で、人口減少下の状況において水

道事業の安定経営を図るための収支バランス等も慎重に見据え、令和

6 年 4 月に向けて料金体系改定の検討を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

料 金 改 定 年 月 日 
(消 費 税 のみの改 定 は含 まない) 

平成 30 年４月１日    
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④ 組織 

職員数（令和 5 年度現在） 

本市の水道組織は、次のとおりです。上水道課の職員数は 8 名（課⾧ 1 名、課⾧補佐１名、係⾧２

名、係員４名）で、損益勘定所属職員５名、資本勘定所属職員 3 名となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）これまでの主な経営健全化の取組 

① 経営健全化の取組概要 

水道事業を取り巻く環境の変化に対応し、水道施設の維持管理及び更新を適切に実施し、安

全で良質な水を安定的に供給し、市民が安心して暮らすことができるよう信頼される水道経営を目指

してきました。 

また、原価削減に努め、財政的に持続可能な健全な運営を確保すべく、適正な水道料金の徴収

に努めています。 

 

② 具体的な健全化への取組 

○ 収入面に関して 

 料金改定:平成 30 年４月には料金改定を行い、収益確保に努めています。 

 水道料金の未収金回収の徹底: 水道料金の滞納者に対して積極的に未収金を回収していま

す。これにより、水道事業の収入を安定化させる努力をしています。 

○ 支出面に関して 

 インフラ整備の推進: 水道管の老朽化は、災害リスクを増大させる重要な問題です。本市では、

平成 30 年度の料金改定を通じて、安全・安心の確保と事業の効率化を勘案して当面緊急整

備が必要と考えられる施設を抽出し、計画的な整備を進めています。 

 事業の実施時期の平準化とコスト削減:水道事業の実施時期を適切に分散させることで、一時

的な負担増を避けています。また、道路整備など他の事業との同時施工を行うことで、コスト削減

を図っています。これにより、効率的な資源活用と経済的な運営が可能になります。 

 漏水調査による無効水量の減少: 漏水は水道事業の大きな損失要因です。本市では漏水調

査を行い、早期に漏水を発見し修理することで、無駄な水の損失を減らしています。これは、水資

源の保全と経済的な運営の両方に寄与すると考えています。 

 事業内容の見直しと委託料の縮減: 水道事業の各業務内容を継続的に見直し、効率化を図

っています。これには、外部に委託されているサービスのコストを検証し、可能であれば削減すること

も含まれます。このような継続的な見直しは、⾧期的な財政健全性に不可欠と考えています。 
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（３）経営比較分析表等を活用した現状分析 

直近（令和３年度）の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公

表について）（公営企業三課室⾧通知）」による経営比較分析表）は次のとおりです。 

 

○ 経営の健全性・効率性について 

経常収支比率、流動比率とも 100％以上となっていますが、経常収支比率は前年度比で△2.28

ポイントとなっており、また、類似団体平均を大きく下回っています。主な要因としては、施設の老朽化に

伴う維持管理費の増大など給水原価の高止まりに加え、給水人口の減少に伴う給水収益の減少と

思われます。料金回収率については、昨年比で 8.2 ポイント上昇しましたが、依然として 100％を下回

っており、今後も厳正な料金収入の確保に務める必要があります。また、企業債残高対給水収益比

率については、類似団体平均値を大きく上回っていることから、既存施設の更新時期や適正規模を考

慮しながら、企業債発行の抑制に加え、料金水準の見直しについても検討していく必要があります。施

設利用率及び有収率は、例年同様に類似団体平均を下回って推移していることから、今後も施設更

新時におけるダウンサイジングなど適正規模の検討や、管路の計画的な漏水調査の実施により、効率

的な経営に努める必要があります。 

 

○ 老朽化の状況について 

有形固定資産減価償却率は、昨年度比で 1.04 ポイント上昇しており、今後もさらに施設の老朽

化による更新が必要であることからも、収益の確保や施設の適正規模の検討などによる事業費の抑制

に努める必要があります。管路経年化率は横ばいですが、管路更新率が上昇しておらず、経年化率の

上昇が予想されるため、計画的な管路更新の強化に取り組む必要があります。 

 

○ 経営の健全性・効率性向上のための取り組み 

 料金体系の見直し: 経常収支比率の改善と収入増を目指すため、料金体系の見直しを行うこと

が求められています。料金構造を市場環境に合わせて調整し、適切な料金設定により収益性を高

めるとともに、滞納管理を強化し、未収金回収の一層の向上を目指すことが必要です。 

 企業債発行の抑制: 財務健全性を保つため、企業債の発行を抑制し、他の資金調達手段を検

討する必要があります。 

 施設利用率の改善: 施設利用率の向上を図るため、施設のダウンサイジングや効率化が求めら

れています。 

 老朽化施設の計画的更新: 現在の老朽化状況を踏まえ、施設の計画的かつ段階的な更新を

行い、これにより、将来的な大規模な投資を避け、経済的負担を平準化する必要があります。 

 管路更新の強化: 経年化率が横ばいである現状を踏まえ、管路の更新率を高めるための計画を

策定し、実施する必要があります。 

 経費の見直し: 各種経費の見直しを行い、不必要なコストを削減していきます。 
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２．将来の事業環境 

（１）給水人口の予測 

本市の給水人口は、次の方法により算定しています。 

○給水人口＝行政区域内人口×普及率×人口減少率※ 

※「国立社会保障・人口問題研究所」による将来推計人口における減少率 

計画期間末の令和 14 年度には、少子高齢化等の影響により、令和 4 年度（11,954 人）から

24％程度減少し、9,091 人になる予測となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

R4 年度から 24％程度減少 

R4 年度から 24％程度減少 
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（２）水需要の予測 

本市の水需要（有収水量）は、次の方法により算定しています。 

○有収水量(水道料金徴収の対象となった水量) 

○算式:有収水量＝給水人口×直近の 1 人当たりの有収水量 

計画期間末の令和 14 年度には、給水人口の減少に伴い、令和 4 年度（1,578.65 千㎥）から

25％程度減少し、1,188.85 千㎥に減少する予測となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）料金収入の見通し 

本市の料金収入（税抜）は、令和 4 年度までは実績値、令和 5 年度以降については次の方法に

より算定しています。なお、本市では、令和 6 年 4 月に料金改定を計画しています。 

○算式:料金収入＝有収水量×有収水量１立方メートル当たりの料金収入×（1+改定率） 

 

令和 6 年度と令和 10 年度の料金改定を加味した場合、計画期間末の令和 14 年度には、有収

水量の減少はあるものの、令和 4 年度（235.1 百万円）から 7.1％程度増加し、251.8 百万円に

なる予測となっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

R4 年度から 25％程度減少 

R4 年度から 7.1％程度増収 



7 

（４）組織の見通し 

令和 5 年度現在、水道事業の運営にあたる職員数は 8 名です。 

水道事業の運営を維持する上で、人材の確保・育成が課題となっています。これらの課題に対し、水

道事業の広域化や民間事業者等との連携による経営の効率化を進める必要はあるものの、これらは中

⾧期的な検討を要することから、短期的には、最低でも現状を維持して経営に支障をきたさないようにす

ることが必要と考えています。 

 

（５）施設の見通し 

施設の見通しについては、約 20 年間の中期を見通し、南海トラフ地震に備えて、老朽化した管路の

耐震化や耐用年数を経過した配水管の布設替え等の総合的かつ計画的な更新を進めていきます。こ

のことにより、今後 10 年間で、約 8.17 億円、20 年間で 15.17 億円の更新費用が必要になると見

込まれます。 

 

以上より、施設の改修等見通しについては次のとおりです。 
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３．経営の基本方針 

 

これまで実施してきた経営健全化の取組と同様に、水道事業を取り巻く環境の変化に対応し、水道施

設の維持管理及び更新を適切に実施し、安全で良質な水を安定的に供給し、市民が安心して暮らすこ

とができるよう信頼される水道経営を目指します。 

また、原価削減に努め、財政的に持続可能な健全な運営を確保すべく、適正な水道料金の徴収に努

めていきます。 

 

○ 基本的方向 

 本市内の水道施設は高度成⾧期に整備されたものが多く、南海トラフ地震も想定されている状況

において老朽化した施設は、災害等による損壊のリスクが高く、損壊による⾧期間の断水という事

態を招きかねません。このような状況下において、水道施設の計画的な耐震化や更新が必要であ

り、とりわけ設置後４０年以上経過した配水管など、各種管路等の更新などは重点整備テーマと

なっています。 

 

○ 施策の内容（水道、簡易水道共通） 

（１）水資源の確保 

 関係機関と連携して森林等の水源かん養を推進するとともに、本市の自然環境保全、災害防止

に努めます。 

 

（２）水道施設の整備・改良 

 水道事業経営の効率化と健全化を図りながら、水道施設の維持向上に努めます。中でも重要な

基幹管路や配水池など重要施設の耐震対策を進めます。 

 

（３）計画的な整備事業の実施 

 日常的な維持管理や修繕等を適切に実施することにより、維持管理費の増大の抑制に努めます。

また、更新投資を計画的に実施し、投資の平準化、効率化に努めます。 

 

（４）適正な料金水準の維持 

 主要な収入源である水道料金については、概ね５年ごとに、適正な料金水準の検討を行います。 

 

（５）有収率の向上 

 老朽管路の布設替えによる漏水防止や、定期的な漏水調査を実施し、漏水の監視を強化するこ

とにより、無効水量を削減し、有収率の向上に努めます。 
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４．投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画）:別紙のとおり 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

目標 

本市では、将来の事業環境を踏まえ、次のとおり目標値を設定しています。 

○ 目標:計画期間 R14 年度末における目標 

 有収率:R14 年度 75.0％以上 ←（R3 年度決算統計 69.49％） 

 

○ 考え方 

計画期間内に実施する主な投資の考え方は次のとおりです。 

 更新計画に基づき、令和 24 年度までの 20 年間で、総額約 15.17 億円を投

じて、南海トラフ地震に備えて、老朽化した管路の耐震化や耐用年数を経過し

た配水管の布設替え等の総合的かつ計画的な更新を進めていきます。 

上記目標の達成及び老朽化施設の更新に対応するため、事業計画を策定し、計画的な整備に取

り組みます。 

 

 

② 収支計画のうち財源についての説明 

目標 

本市では、将来の事業環境を踏まえ、次のとおり目標値を設定しています。 

○ 目標:計画期間 R14 年度末における目標 

 経常収支比率:104％以上 ←（R3 年度決算統計 100.83％) 

 

○ 考え方 

財源の積算の考え方は次のとおりです。 

 料金収入:令和６年度の料金改定により、投資のための財源を計画的に確

保していきます。 

 企業債:企業債の償還により経営が圧迫することのないよう、計画的な起債を

実施していきます。 
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③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

【投資以外の経費（委託料、修繕費、動力費、人件費など）の積算の考え方】 

○ 委託料に関する事項 

 現行の委託業務形態が当面継続するとして、令和 5 年度の予算に物価上昇率を加味して試

算しています。 

○ 修繕費、材料費、路面復旧費等に関する事項 

 令和 5 年度の予算に物価上昇率を加味して試算しています。 

○ 動力費、薬品費に関する事項 

 令和 5 年度の予算に物価上昇率を加味して試算しています。 

○ 人件費に関する事項 

 令和 5 年度の基本給及び手当等をベースに、物価上昇率を加味して試算しています。 

○ 光熱水費、通信運搬費、その他に関する事項 

 令和 5 年度の予算に物価上昇率を加味して試算しています。 

 

【収支計画の策定に当たって反映した経費削減の取組】 

○ 投資以外の経費については、上記により試算しており、日常的に可能な限りの経費削減に努

めますが、物価上昇も予測されるため、収支計画の策定に当たって特別に経費削減の取組は

計上しませんでした。 

 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

① 投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等 

広 域 化 
水道事業の広域連携等について、「高知県水道ビジョン推進委

員会」において検討します。 

民間の資金・ノウハウ等の活用 

（ PPP/ PF I 等 の導 入 等 ） 

全国の先進的取組事例や県下における動向や具体的な事例

を把握し、個別業務のアウトソーシングから包括的民間委託の導

入など段階的な実施検討を行っていきます。 

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実 

（ 施 設 ・ 設 備 の⾧ 寿 命 化 等 

に よ る 投 資 の 平 準 化 ） 

水道施設の更新計画について、南海トラフ地震に備えての施

設・設備の耐震化、⾧寿命化等の観点から見直し、投資の平準

化を進めていきます。 

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合 

（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ） 

人口動向及びそれに伴う水需要を勘案し、老朽化に伴う施設

の更新の機会を活用したダウンサイジングを検討します。 

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化 

（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ） 

上記ダウンサイジングと同様です。 

そ の 他 の 取 組 
実施可能な改善テーマを抽出し、費用対効果を勘案して有効

なものには積極的に取り組むこととします。 
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② 財源についての検討状況等 

料 金 

水道管の老朽化が進み、災害対策は喫緊の課題である中、老

朽化している水道管の更新や水道施設及び配水池等の整備が

必要であるため、令和 6 年度の料金改定により、これらの財源を計

画的に確保していきます。 

企 業 債 

世代間負担の公平性を確保し、企業債の償還により経営が圧

迫することのないよう、建設改良事業の起債充当率について検討

し、起債残高の平準化を図っていきます。また、内部留保資金の

有効活用に努め、企業債の借入は最小限に留めます。 

  

資 産 の 有 効 活 用 等 ※ 

に よ る 収 入 増 加 の 取 組 

余剰施設等が発生した場合には、売却や貸付等、資産の有効

な活用を検討していきます。 

そ の 他 の 取 組 特記事項なし。 

※遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など 

 

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

 

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、 

改 定 等 に 関 す る 事 項 

将来にわたって安定的に事業を継続していくため、毎年度進捗

管理を行うとともに、概ね３年から５年に一度見直しを行います。

見直しに当たっては、本戦略の投資・財政計画の試算と実績との

かい離及びその原因を分析し、その結果を企業経営に反映させる

ＰＤＣＡ（計画・実施・検証・見直し）サイクルを導入します。 

また、本戦略策定後において、広域化や民間活用等の新たな

経営健全化や料金見直しなどの財源確保に係る取組が具体化し

た場合等においては、本戦略に追加し、投資・財政計画の更新を

行います。 
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